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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第２四半期連結
累計期間

第94期
第２四半期連結

累計期間
第93期

会計期間
自　2016年４月１日
至　2016年９月30日

自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2016年４月１日
至　2017年３月31日

売上収益
（百万円）

72,164 99,632 171,857

（第２四半期連結会計期間） (43,087) (52,000)  

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 3,294 14,926 10,481

親会社株主に帰属する四半期

（当期）利益 （百万円）
2,294 10,531 7,459

（第２四半期連結会計期間） (2,066) (4,801)  

親会社株主に帰属する四半期

（当期）包括利益
（百万円） △239 10,671 8,853

親会社株主に帰属する持分 （百万円） 92,432 109,357 100,416

総資産額 （百万円） 173,000 204,662 204,656

基本的１株当たり四半期（当

期）利益 （円）
22.34 102.54 72.63

（第２四半期連結会計期間） (20.12) (46.75)  

希薄化後１株当たり四半期

（当期）利益
（円） － － －

親会社株主帰属持分比率 （％） 53.4 53.4 49.1

営業活動に関する

キャッシュ・フロー
（百万円） 12,354 20,508 13,685

投資活動に関する

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,467 △6,337 △4,061

財務活動に関する

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,826 △1,671 △2,307

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（百万円） 53,928 67,465 54,828

　（注）１．当社グループは、国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）に基づいて連結財務諸表を作成しておりま

す。

　　　　２．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　３．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

　     ４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当社グループは、2017年９月30日現在、当社、親会社(株式会社日立製作所)、当社子会社17社により構成されてお

ります。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、映像・通信ソリューションセグメントにおける

消防救急デジタル無線機器納入に関する排除措置命令等の影響が継続しましたが、全体としては、主に半導体メー

カーによる積極的な設備投資等により前年同期と比べ増収増益となり、受注高は109,504百万円（前年同期比24,043

百万円増）、売上収益は99,632百万円（前年同期比27,468百万円増）、調整後営業利益は14,216百万円（前年同期

比11,197百万円増）、ＥＢＩＴは14,861百万円（前年同期比11,650百万円増）、親会社株主に帰属する四半期利益

は10,531百万円（前年同期比8,237百万円増）となりました。

　当第２四半期連結累計期間のセグメント別営業状況は次のとおりであります。

　映像・通信ソリューションセグメント（無線通信システム、情報処理システム、放送システム、監視システム・

画像処理等）では、消防救急デジタル無線機器納入に関する排除措置命令と、これに伴う指名停止措置等の影響が

継続しましたが、国内の公共事業分野における映像・無線技術活用等による堅調な需要を着実に取り込めました。

売上収益は26,658百万円となり、前年同期に比べ5,057百万円減少しました。調整後営業損失は3,016百万円とな

り、ＥＢＩＴは2,826百万円の損失となりました（前年同期は調整後営業損失1,962百万円、ＥＢＩＴ2,159百万円の

損失）。

　成膜プロセスソリューションセグメント（半導体製造装置等）では、ＩｏＴ等デジタライゼーションの加速に伴

う大手半導体メーカーによる３Ｄ－ＮＡＮＤ等への積極的な設備投資を受けて、売上収益は72,409百万円となり、

前年同期に比べ32,384百万円増加しました。調整後営業利益は17,774百万円となり、前年同期に比べ12,573百万円

増加し、ＥＢＩＴは17,786百万円となり、前年同期と比べ12,289百万円増加しました。

　その他のセグメントでは、売上収益は565百万円となり、前年同期に比べ141百万円増加しました。調整後営業利

益は272百万円となり、前年同期に比べ89百万円増加し、ＥＢＩＴは308百万円となり、前年同期に比べ126百万円増

加しました。

 

（注）調整後営業利益は、売上収益から売上原価並びに販売費及び一般管理費の額を減算した指標です。

ＥＢＩＴ（受取利息及び支払利息調整後税引前四半期利益）は、税引前四半期利益から、受取利息の額を減算

し、支払利息の額を加算して算出した指標です。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は67,465百万円となり、

前連結会計年度末より12,637百万円の増加となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動に関するキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、資金は20,508百万円の増加となりました。これは主に、営業債権及びその他の債権の減少

14,329百万円、四半期利益10,468百万円等による資金の増加が、営業債務及びその他の債務の減少3,526百万円等に

よる資金の減少を上回った結果によるものです（前年同期は12,354百万円の増加）。

（投資活動に関するキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、資金は6,337百万円の減少となりました。これは主に、有形固定資産の取得6,236百万円等によ

るものです（前年同期は2,467百万円の減少）。

（財務活動に関するキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、資金は1,671百万円の減少となりました。これは主に、配当金の支払1,644百万円等によるもの

です（前年同期は1,826百万円の減少）。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社における株式会社の支配に関する基本方針は、次のとおりであります。

　当社は、広く株主全般に提供される価値の最大化を重要な経営目標と位置付けており、各期の経営成績や中長期

の経営施策などにつきまして、株主・投資家の皆様に対して、積極的に開示することに努めております。

　当社株式の大量取得を目的とする買付者が現れた場合の対応につきましては、その具体策などを予め定めるもの

ではありませんが、買付者の事業計画については社外の専門家も含めて慎重に検討し、当社の企業価値・株主共同

の利益に資さないと判断された場合は、対抗措置の要否及び内容等を速やかに決定し、実行する体制を整えます。

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5,106百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

EDINET提出書類

株式会社日立国際電気(E01776)

四半期報告書

 4/28



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2017年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2017年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 105,221,259 105,221,259
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 105,221,259 105,221,259 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2017年７月１日～

　2017年９月30日
　― 105,221,259 　― 10,058 　― 26,148
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（６）【大株主の状況】

  （2017年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 53,070 50.44

ビ－エヌワイエム エスエ－エヌブ

イ ビ－エヌワイエム ジ－シ－エム

クライアント アカウンツ エム ア

イエルエム エフイ－

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ

銀行)　

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A　

1HQ UNITED KINGDOM

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

5,453 5.18

チェース マンハッタン バンク

ジーティーエス クライアンツ

アカウント エスクロウ

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部)

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED

KINGDOM

(東京都港区港南二丁目15番１号)

4,880 4.64

MACQUAIRIE BANK LIMITED-MBL

LONDON BRANCH

(常任代理人 シティバンク、エヌ・

エイ東京支店)

LEVEL 3, 1 MARTIN PLACE SYDNEY NSW

2000 AUSTRALIA

(東京都新宿区新宿六丁目27番30号)
3,387 3.22

エムエルアイ フォー クライアント

ジェネラル ノントリーティーピー

ビー

(常任代理人 メリルリンチ日本証券

株式会社)

MERRILL LYNCH FINANCIALCENTRE 2 KING

EDWARD STREET LONDON EC1A 1HQ

(東京都中央区日本橋一丁目４番１号) 2,347 2.23

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口)
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,183 2.07

ビーエヌワイエム エスエーエヌブ

イ ビーエヌワイエム ジーシーエム

クライアント アカウント シービー

エスエイチ

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ

銀行)

8 CANADA SQUARE, LONDON E14 5HQ -

UNITED KINGDOM

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)
2,069 1.97

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口)
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,746 1.66

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 1,341 1.28

ゴールドマンサックスインターナ

ショナル

(常任代理人 ゴールドマン・サック

ス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB

U.K.

(東京都港区六本木六丁目10番１号)
1,106 1.05

計 ― 77,582 73.74

  (注)１　上記の他、当社が保有している自己株式2,522千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.40%)があり

　　　　　 ます。

      ２　2017年10月12日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、エリオット・イン

ターナショナル・エルピー(Elliott International, L.P.)及びその共同保有者である他２社が2017年９月

29日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期連結会計期間末

現在の実質所有株式数の確認ができないため、上記表には含めておりません。大量保有報告書の変更報告書

の内容は次のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

  エリオット・インターナショ

 ナル・エルピー (Elliott

 International, L.P.)

　ケイマン諸島、ジョージ・タウン、サ

 ウス・チャーチ・ストリート、ウグラ

 ンド・ハウス、私書箱309、メープル

 ズ・アンド・カルダー気付

 

5,252 4.99

  エリオット・インターナショ

 ナル・キャピタル・アドバイ

 ザーズ・インク (Elliott

 International Capital

 Advisors Inc.)

　アメリカ合衆国、デラウェア州

 19801、ウィルミントン、オレンジスト

 リート1209、コーポレーション・トラ

 スト・センター、ザ・コーポレーショ

 ン・トラスト・カンパニー気付

0 0.00

  ザ・リバプール・リミテッ

 ド・パートナーシップ (The

 Liverpool Limited

 Partnership)

 

　バミューダ諸島、ハミルトンHM12、

 ヴィクトリア・ストリート22、キャノ

 ンズ・コート、アップルビー・コーポ

 レート・サービシズ（バミューダ）リ

 ミテッド気付

2,471 2.35
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（2017年９月30日現在）
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

2,521,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

102,555,700

 

1,025,557
―

単元未満株式
普通株式

144,559
― ―

発行済株式総数 105,221,259 ― ―

総株主の議決権 ― 1,025,557 ―

（注）　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株、「議決権の数」の欄には、同

機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が５個、「単元未満株式」の欄には、同機構名義の株式が20株、当

社所有の自己株式が19株含まれております。

 

 

②【自己株式等】

（2017年９月30日現在）
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社日立国際電気

東京都港区西新橋

二丁目15番12号
2,521,000 ― 2,521,000 2.40

計 ― 2,521,000 ― 2,521,000 2.40

　（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10

個)あります。なお、当該株式数は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれておりま

す。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠

して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
（2017年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2017年９月30日）

資産の部    

流動資産    

現金及び現金同等物  54,828 67,465

営業債権及びその他の債権  55,983 41,574

たな卸資産  50,263 51,534

その他の流動資産  1,312 1,391

流動資産合計  162,386 161,964

非流動資産    

有形固定資産  26,565 26,837

無形資産  3,203 3,156

その他の金融資産 5 8,294 8,338

繰延税金資産  3,326 3,561

その他の非流動資産  882 806

非流動資産合計  42,270 42,698

資産の部合計  204,656 204,662
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（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
（2017年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2017年９月30日）

負債の部    

流動負債    

短期借入金  1,598 1,840

営業債務及びその他の債務  54,368 47,298

未払費用  14,822 10,978

その他の金融負債  416 227

未払法人所得税  1,847 4,042

前受金  11,345 11,468

引当金  1,479 1,703

その他の流動負債  69 100

流動負債合計  85,944 77,656

非流動負債    

長期借入金 5 683 534

その他の金融負債 5 849 987

退職給付に係る負債  16,171 15,704

引当金  103 103

繰延税金負債  79 69

その他の非流動負債  242 160

非流動負債合計  18,127 17,557

負債の部合計  104,071 95,213

資本の部    

親会社株主に帰属する持分    

資本金  10,058 10,058

資本剰余金  16,837 16,759

利益剰余金 6 71,850 80,738

その他の資本の構成要素  4,415 4,555

自己株式  △2,744 △2,753

親会社株主に帰属する持分合計  100,416 109,357

非支配持分  169 92

資本の部合計  100,585 109,449

負債・資本の部合計  204,656 204,662
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

売上収益 4 72,164 99,632

売上原価  △52,509 △68,530

売上総利益  19,655 31,102

販売費及び一般管理費  △16,636 △16,886

その他の収益  130 222

その他の費用  △171 △58

金融収益  239 501

金融費用  △6 △20

受取利息及び支払利息調整後税引前四半期利益  3,211 14,861

受取利息  93 89

支払利息  △10 △24

税引前四半期利益  3,294 14,926

法人所得税費用  △1,085 △4,458

四半期利益  2,209 10,468

四半期利益の帰属    

親会社株主  2,294 10,531

非支配持分  △85 △63

    

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 7 22.34 102.54

希薄化後１株当たり四半期利益（円）  － －
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

売上収益  43,087 52,000

売上原価  △31,600 △35,855

売上総利益  11,487 16,145

販売費及び一般管理費  △8,686 △8,386

その他の収益  63 130

その他の費用  △86 △15

金融収益  148 205

金融費用  △4 △2

受取利息及び支払利息調整後税引前四半期利益  2,922 8,077

受取利息  43 55

支払利息  △7 △9

税引前四半期利益  2,958 8,123

法人所得税費用  △967 △3,352

四半期利益  1,991 4,771

四半期利益の帰属    

親会社株主  2,066 4,801

非支配持分  △75 △30

    

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 7 20.12 46.75

希薄化後１株当たり四半期利益（円）  － －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

四半期利益  2,209 10,468

    

その他の包括利益    

純損益に組み替えられない項目    

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公

正価値の純変動
 △123 △9

確定給付制度の再測定  4 14

純損益に組み替えられない項目合計  △119 5

    

純損益に組み替えられる可能性がある項目    

在外営業活動体の換算差額  △2,441 181

純損益に組み替えられる可能性がある項目合計  △2,441 181

    

その他の包括利益合計  △2,560 186

四半期包括利益  △351 10,654

四半期包括利益の帰属    

親会社株主  △239 10,671

非支配持分  △112 △17

 
 

【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

四半期利益  1,991 4,771

    

その他の包括利益    

純損益に組み替えられない項目    

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公

正価値の純変動
 △28 △15

確定給付制度の再測定  4 －

純損益に組み替えられない項目合計  △24 △15

    

純損益に組み替えられる可能性がある項目    

在外営業活動体の換算差額  △54 310

純損益に組み替えられる可能性がある項目合計  △54 310

    

その他の包括利益合計  △78 295

四半期包括利益  1,913 5,066

四半期包括利益の帰属    

親会社株主  2,008 5,079

非支配持分  △95 △13
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社株主に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の資本の構成要素

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動

在外営業活
動体の換算
差額

確定給付制
度の再測定

2016年４月１日残高  10,058 17,534 68,088 4,105 1,297 △2,380

四半期利益    2,294    

その他の包括利益     △123 △2,413 3

剰余金の配当 6   △2,670    

非支配持分の取得及

び処分等
  △620   △1  

自己株式の取得        

自己株式の処分        

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

       

2016年９月30日残高  10,058 16,914 67,712 3,982 △1,117 △2,377

 

（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社株主に帰属する持分

非支配持分 資本の部合計その他の資
本の構成要
素合計

自己株式 合計

2016年４月１日残高  3,022 △2,738 95,964 123 96,087

四半期利益    2,294 △85 2,209

その他の包括利益  △2,533  △2,533 △27 △2,560

剰余金の配当 6   △2,670 △6 △2,676

非支配持分の取得及

び処分等
 △1  △621 165 △456

自己株式の取得   △2 △2  △2

自己株式の処分       

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

      

2016年９月30日残高  488 △2,740 92,432 170 92,602
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（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社株主に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の資本の構成要素

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動

在外営業活
動体の換算
差額

確定給付制
度の再測定

2017年４月１日残高  10,058 16,837 71,850 4,031 1,135 △751

四半期利益    10,531    

その他の包括利益     △9 135 14

剰余金の配当 6   △1,643    

非支配持分の取得及

び処分等
  △78     

自己株式の取得        

自己株式の処分        

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

       

2017年９月30日残高  10,058 16,759 80,738 4,022 1,270 △737

 

（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社株主に帰属する持分

非支配持分 資本の部合計その他の資
本の構成要
素合計

自己株式 合計

2017年４月１日残高  4,415 △2,744 100,416 169 100,585

四半期利益    10,531 △63 10,468

その他の包括利益  140  140 46 186

剰余金の配当 6   △1,643  △1,643

非支配持分の取得及

び処分等
   △78 △60 △138

自己株式の取得   △9 △9  △9

自己株式の処分       

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

      

2017年９月30日残高  4,555 △2,753 109,357 92 109,449
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日

至　2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

営業活動に関するキャッシュ・フロー    

四半期利益  2,209 10,468

    

四半期利益から営業活動に関する

キャッシュ・フローへの調整
   

減価償却費及び償却費  1,679 1,972

法人所得税費用  1,085 4,458

金融収益及び金融費用  △316 △546

営業債権及びその他の債権の増減  12,197 14,329

たな卸資産の増減  △5,032 △1,283

営業債務及びその他の債務の増減  △1,655 △3,526

引当金及び退職給付に係る負債の増減  △792 △241

その他  4,770 △3,141

小計  14,145 22,490

利息の受取  95 91

配当金の受取  35 152

利息の支払  △7 △32

法人所得税の支払  △1,914 △2,193

営業活動に関するキャッシュ・フロー  12,354 20,508

    

投資活動に関するキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得  △1,973 △6,236

有形固定資産の売却  9 47

無形資産の取得  △115 △113

その他の金融資産の取得  △1 －

子会社株式の取得  △493 －

その他  106 △35

投資活動に関するキャッシュ・フロー  △2,467 △6,337
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（単位：百万円）

 

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日

至　2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

財務活動に関するキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減  335 △67

長期借入金の調達  580 107

長期借入金の返済  △30 △58

配当金の支払 6 △2,666 △1,644

自己株式の増減  △2 △9

非支配持分株主からの子会社持分取得  △43 －

財務活動に関するキャッシュ・フロー  △1,826 △1,671

    

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響  △1,700 137

現金及び現金同等物の増減額  6,361 12,637

    

現金及び現金同等物の期首残高  47,567 54,828

現金及び現金同等物の四半期末残高  53,928 67,465
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【要約四半期連結財務諸表注記】

注１．報告企業

株式会社日立国際電気（以下「当社」という。）は日本に拠点を置く株式会社であり、その株式を公開し

ております。当社の登記されている本社の住所は、東京都港区西新橋二丁目15番12号であります。当社の要約

四半期連結財務諸表は2017年９月30日を期末日とし、当社及び子会社(以下「当社グループ」という。)により

構成されております。当社グループは映像・通信ソリューション及び成膜プロセスソリューションの事業活動

を展開しております。

 

注２．作成の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成しており、年次の連結財務諸表で要求

されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきもので

あります。当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64

号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしていることから、同第93条の規定を適

用しております。

 

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに四半期連結会計期間

末日現在の偶発事象の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおり、これらの見積り及び仮定は過去

の実績及び四半期連結会計期間末日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善

の判断に基づいております。しかしその性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果とな

る可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計期

間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、原則として前連結会計年度の連

結財務諸表と同様であります。

 

注３．重要な会計方針

四半期連結会計方針

　本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期利益に当該見積実効税率

を乗じて計算しております。
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注４．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

最高経営意思決定機関が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

　当社グループは、主に市場、製品及びサービスの性質を総合的に勘案して事業セグメントを決定しており、

当社グループの財政状態及び経営成績の適切な理解に資するために、複数の事業セグメントを集約して報告セ

グメントとしております。したがって、当社グループは、「映像・通信ソリューション」「成膜プロセスソ

リューション」の２区分を報告セグメントとしております。なお、それぞれの報告セグメントに含まれる主な

製品及びサービスは次のとおりであります。

（１）映像・通信ソリューション：無線通信システム、情報処理システム、放送システム、監視システム・画

像処理等

（２）成膜プロセスソリューション：半導体製造装置等

 

２．報告セグメントごとの売上収益及び利益又は損失の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。

　報告セグメントの利益又は損失は、受取利息及び支払利息調整後税引前四半期利益ベースの数値でありま

す。

　報告セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 
 

３．報告セグメントごとの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

要約四半期
連結財務諸表

計上額
映像・通信
ソリューショ

ン

成膜プロセス
ソリューショ

ン
計

売上収益       

外部顧客への売上収益 31,715 40,025 71,740 424 － 72,164

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
－ － － 1,932 △1,932 －

計 31,715 40,025 71,740 2,356 △1,932 72,164

セグメント利益又は損失

（△）
△2,159 5,497 3,338 182 △309 3,211

受取利息 － － － － － 93

支払利息 － － － － － △10

税引前四半期利益 － － － － － 3,294

（注）１．その他には、施設管理サービス、印刷業等を含んでおります。

２．調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益の調整額△309百万円は、販売費及び一般管理費の配賦差異等△251百万円、未実現損益

調整額9百万円（成膜プロセスソリューションのセグメント利益から控除した未実現損益調整額33百万

円を除く）、その他△67百万円であります。
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当第２四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年９月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

要約四半期
連結財務諸表

計上額
映像・通信
ソリューショ

ン

成膜プロセス
ソリューショ

ン
計

売上収益       

外部顧客への売上収益 26,658 72,409 99,067 565 － 99,632

セグメント間の内部売

上収益又は振替高
－ － － 2,344 △2,344 －

計 26,658 72,409 99,067 2,909 △2,344 99,632

セグメント利益又は損失

（△）
△2,826 17,786 14,960 308 △407 14,861

受取利息 － － － － － 89

支払利息 － － － － － △24

税引前四半期利益 － － － － － 14,926

（注）１．その他には、施設管理サービス、印刷業等を含んでおります。

２．調整額は、次のとおりであります。

セグメント利益の調整額△407百万円は、販売費及び一般管理費の配賦差異等△414百万円、未実現損益

調整額△145百万円（映像・通信ソリューション及び成膜プロセスソリューションのセグメント利益か

ら控除したそれぞれの未実現損益調整額△192百万円、69百万円を除く）、その他152百万円でありま

す。
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注５．金融商品

　金融商品の公正価値

(１)　公正価値の測定方法

　当社グループが保有する金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおり決定しております。

 

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、定期預金、短期借入金、営業債務及びその他の債

務、その他の金融負債

　満期までの期間が短いため、要約四半期連結財政状態計算書計上額は見積公正価値と近似しておりま

す。

 

長期貸付金

　同様の貸付形態での追加貸付に係る利率を使用した将来キャッシュ・フローの現在価値を見積公正価

値としております。

 

有価証券

　市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積っております。市場性のない有価証券の公

正価値は、類似の有価証券の市場価格及び同一又は類似の有価証券に対する投げ売りでない市場価格、

観察可能な金利及び利回り曲線、クレジット・スプレッド又はデフォルト率を含むその他関連情報に

よって公正価値を見積っております。公正価値を測定するための重要な指標が観察不能である場合、金

融機関により提供された価格情報を用いて評価しております。提供された価格情報は、独自の評価モデ

ルを用いたインカム・アプローチあるいは類似金融商品の価格との比較といったマーケット・アプロー

チにより検証しております。

 

長期借入金

　当該負債の市場価格、または同様の契約条項での市場金利を使用した将来キャッシュ・フローの現在

価値を見積公正価値としております。

 

(２)　償却原価で測定する金融商品

　償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は次のとおりであります。なお、

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の見積公正価値は、下記(３)に示されるレベル２に分類して

おります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2017年９月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産     

非流動     

その他の金融資産 1,320 1,320 1,384 1,384

償却原価で測定される金融負債     

非流動     

長期借入金 683 713 534 558

 

(３)　要約四半期連結財政状態計算書上において公正価値で測定する金融商品

　下記は、公正価値のヒエラルキーに基づく分類を示しており、使用した指標により測定した公正価値

を以下の３つのレベルに分類しております。
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レベル１

同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値

レベル２

レベル１以外の直接または間接的に観察可能な指標を使用して測定した公正価値

レベル３

重要な観察可能でない指標を使用して測定した公正価値

 

　公正価値に複数の指標を使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低いレ

ベルの指標に基づいて公正価値のレベルを決定しております。レベル間の振替は、各四半期の期首時点

で発生したものとして認識しております。

 

　前連結会計年度及び当第２四半期連結会計期間の経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債

の公正価値は次のとおりであります。
 

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

FVTPL（非流動）     

その他の金融資産 － － 283 283

FVTOCI（非流動）     

その他の金融資産 1,524 － 5,167 6,691

 負債     

FVTPL（非流動）     

その他の金融負債 － － 849 849

 

（単位：百万円）

 
当第２四半期連結会計期間

（2017年９月30日）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

FVTPL（非流動）     

その他の金融資産 － － 276 276

FVTOCI（非流動）     

その他の金融資産 1,566 － 5,112 6,678

 負債     

FVTPL（非流動）     

その他の金融負債 － － 987 987

 
 

　レベル３に区分される金融資産については、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期

間において重要な変動は生じておりません。

 レベル３に区分される金融負債については、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期

間において、非支配持分の所有者に対して付与した子会社株式の売建プット・オプションについて、そ

の公正価値を金融負債として認識しております。またプット・オプションの公正価値は、将来キャッ

シュ・フローを割り引く方法に基づき計算しております。
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注６．剰余金の配当

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における普通株式の配当金の支払額は次のとおり

であります。

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2016年５月19日

取締役会
普通株式 2,670 26 2016年３月31日 2016年６月３日

2017年５月19日

取締役会
普通株式 1,643 16 2017年３月31日 2017年６月６日

 

基準日が前第２四半期連結累計期間に属する普通株式の配当のうち、配当の効力発生日が前第２四半期連結

会計期間末後となるものは次のとおりであります。

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2016年10月26日

取締役会
普通株式 1,027 10 2016年９月30日 2016年12月１日

 

基準日が当第２四半期連結累計期間に属する普通株式の配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間末後となるものはありません。

 

 

注７．１株当たり利益情報

　１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益の計算は次のとおりであります。
  

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

親会社株主に帰属する四半期利益

（百万円）
2,294 10,531

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 102,706,075 102,701,853

基本的１株当たり四半期利益 22円34銭 102円54銭

（注）　希薄化後１株当たり四半期利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

親会社株主に帰属する四半期利益

（百万円）
2,066 4,801

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 102,705,844 102,700,883

基本的１株当たり四半期利益 20円12銭 46円75銭

（注）　希薄化後１株当たり四半期利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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注８．後発事象

（公開買付け）

　当社は、2017年10月11日開催の取締役会において、ＨＫＥホールディングス合同会社（以下「公開買付者」と

いいます。）による当社の普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）について賛同の

意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨する旨を決議いたしまし

た。

　なお、前記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後に予定された一連の取引と必要手続を前提

として行われたものであります。

 

１．公開買付者の概要

(1) 名称 ＨＫＥホールディングス合同会社

(2) 所在地 東京都千代田区丸の内二丁目1番1号明治安田生命ビル11階

(3) 代表者の役職・氏名
代表社員　KKR HKE Investment L. P.

職務執行者　ウィリアム・ジャネッツチェック

(4) 事業内容 商業、商業に付随関連する一切の業務

(5) 資本金 25,000円

(6) 設立年月日 2017年２月２日

(7) 大株主及び持分比率 KKR HKE Investment L. P.（持分比率100.00%）

(8) 当社と公開買付者の関係  

 資本関係 該当事項はありません。

 人的関係 該当事項はありません。

 取引関係 該当事項はありません。

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。

 

２．本公開買付けの概要

 (1) 買付け等の期間

2017年10月12日から2017年11月24日まで（30営業日）

 

 (2) 買付け等の価格

普通株式１株につき、2,900円

 

 (3) 買付予定の株券等の数

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

49,631,776（株） 24,815,889（株） －（株）

 

(4) 公開買付開始公告日

2017年10月12日

 

注９．連結財務諸表の承認

　本要約四半期連結財務諸表は、2017年11月13日に執行役社長　佐久間嘉一郎によって承認されております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2017年11月13日

株式会社日立国際電気

執行役社長　　佐久間　嘉一郎　殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大内田　敬　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 樫山 　豪　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日立国

際電気の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半

期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レ

ビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社日立国際電気及び連結子会社の2017年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四

半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　後発事象に記載されているとおり、会社は2017年10月11日開催の取締役会において、ＨＫＥホールディングス合同会社

による会社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、会社の株主に対して、公開買付けへの応募

を推奨する旨を決議した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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